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1は じ め に
所与 の産出量 の下 で,相 対価格 を確 定す るSraffaの正常価格体 系(以 下,
正常価格体系)に は,明 示的 な稼働 率へ の言及は見 られない。 そこに含 まれる
のは実質賃金率 と利潤率,そ して,各 産業の技術 関係で ある。 この生産体系に
含 まれる利潤率はどのような性質をもつ利潤率 なのか。利潤率 とい うのは,社
会 に存在する資本価値額 に対す る売一ヒ利潤額 と考えるな ら,生 産物の売れ行 き
によって,同 じ存在資本 に関す る利潤率 は異なる。 これは売れ行 きに反応す る
生産設備 の稼働状態 によって,同 じ生産設備で異な った利潤率が成立す ること
になる。つ ま り利潤率の背後には何 らかの存在資本の稼働 状態がある。そ うす
ると,正 常価格体系に含まれている利潤率にもその背後 に何 らかの生産設備の
稼働状態が隠 されていると考 えてよい。正常価格体系に含 まれている利潤率 は,
言わば背後にある生産システムを覗 き見 る小窓なのだ。それゆえ利潤率 と結 び
付いてい る正常価格 について語 ることは,稼 働率についての何 らかの言及を し
てい ることにな る。生前Sraffaが,自著 の各国翻訳版 が出され る中で,世 界
で ただ1人 ドイ ツ語版 に解 説 としての後書 きを書 くことを許 した と言わ れ る
Schefold(1989)は,これ らの点に関 して,ま さにその後書 き(の 英訳)の 中
で,お およそ次 のように述べている。
生産能力の利用 は短期 には変化す るので,(諸)利 潤 率は変動す るか,
あ るいは意義のあ る方法で計算す ることさえで きない。……生産価格 とい
う概念は,次 のように して理解され る。すなわち企業 はその設備計画 にお
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い てか な りの 過剰 生産 能 力 を もってい る。 …… 長期 平均 で,正 常 と見 なせ
るような生産能力利用 に対 して,可 変費用のマーク ・.アップが固定費用,
償却費,正 常利潤 をカバーす るのに十分 なように価格 は計算 され る。(古
典派の〉競争によってこの正常利潤が均一の一般利潤率 に近似 的に一致す
る。……長期平均利潤 は,企 業の長期能力利用,す なわ ち生産水準 に依存
し,そ れゆえ,全 企業 にとって実質賃金 を所与 として長期平均利潤 は,剰
余に依存する%
明 らか にSchefoldは正常価格体系において所与 の分配変数 と所与 の産 出:量
とい う仮定は,正 常稼働 率 とい う生産条件 と関係があ ると想定 している。 もっ
と も,こ の引 用 部分 の周 辺 でSchefoldが主 張 したか った の は外 生 的 に与 え ら
れ る分配率は実質賃金率であるとい うことなのだが2,。近年,投 資の不安定性,
従 って蓄積率 の不安定性 に基づ く経済の分析 にとって,正 常価格体系の分析道
具 と して の意 義 を巡 る論 争 が起 こって い る31。本稿 は,こ の論 争 を上記 のShe・
1)Schefold(1989)P.327-328
2)従 来,Sraffa派を称す る人々の間で,分 配 を決定する理論が,大 別 して2つ 提出されて来た。
つま り①外生的に与えられ ることになっている利潤率は経済の成長率(資 本蓄積率),によって
与えられる。② 利潤率 は貨幣利子率 によって確定 され る。 ここで.示 されたShefddの立場は
上記のいつれで もな く外生的に与えられるのは,実 質賃金であるとい うものだ。①の立場 に対 し
ては,蓄 積のペースが定常である場合には妥当するが,そ うでない場合には蓄積率の変化→利潤
率の変化→蓄積率のさらなる変化,と い う連鎖のために常に成立 しないので,第 一次接近 として
は認めなが らも分配の理論ではない としている。②の立場に対 しても同様に特殊ケースの第一次
接近 とみな している。貨幣利子率が利潤率を決定するような事態 は金融制度が強力で,企 業家が
投資の費用 としての金利 を払 うことに重いウエー トをもつような事態,つ まり,蓄積率が低いよ
うな定常成長の場合には妥 当するが,常 に妥 当す る理論ではない として却下 してい る。Shefold
は正常価格体系を現代の経済分析に適応できる理論 として再解釈を試みているので,現 代の製造
業に見 られるマークアップによる価格付 け行動を正常価格体系の背後に想定 している。だが,そ
れによって正常価格体系に含まれる利潤率が,企 業家のとる任意のマークアップ率に依存すると
いうのではなく,む しろマークアップされる可変費用の中に含まれる実質賃金に基づいて,生 産
水準,つ ま り生産能力利用度に依存すると考 えている。Schefold(1989)(1993)。ところで,た
とえマーク ・アップ原理を,ミ クロの価格付 け.行動として想定しても 賃金費用が内生変数であ
る可能性はある。Steindl(1987),例えば,外 国市場に直面 している製造業者にはまず販売価格
が与え られそこか ら粗利潤をマーク ・ダウンし,販売価格から粗利潤 と原材料費を差 し引いて,
労働需要にまわせ る費用を捻.り出す。つまり賃金費用が価格付け過程において与件 とは見なされ




foldの正 常 価 格 体 系 の解 釈 の延 長 に あ る もの と して位 置 づ け 以下2つ の論 点
に絞 って,検 討す る ことで,抽 象度 の高 い正 常価 格体 系 の分析 の射 程 を探 ろ う
とす る もので あ る。最初 の論 点 は 『長 期平 均 で 正常 と見 なせ るよ うな生 産 能力
利 用』 とい うのが,企 業家 が そ う見 なす よ うな もので あ る のか,あ るい は現 実
の経 済 が そ こに収 束 して行 くよ うな もの で あ るのか と言 う ことで あ る。2章 で
取 り上 げ るCicconeとKurzとの 論 争 は これ に 関 連 して い る。Cicconeは前
者 の立 場 に立 ち,Kurzは後 者 に基づ い て議 論 を展 開す る。2点 め は,一 度稼
働 率 の可変性 を認 め る と,い か な るな る プ ロセ スが 体系 内で生 じ,ま たそ れ は
正 常 価 格 体 系 に どの よ うに 影 響 す るか,を 巡 って の もの で あ る。3章 で は
Vianello,Amadeo,Cicconeらを 中心 に この 点 を検 討 す る。 最 後 に4章 で,
今後 の課題 を上 げて お く。
11正 常稼働 を決 める要因
II-1CicconeのJ.Robinson批判
Ciccone(1987),(1990)の議論 は主 にJ,Robinsonの分配 理 論 批 判 を前 面
に 出 して い る。J.Rolbinsonは,長期 にお いて 貯蓄 を投 資 に調 整 させ るの は,
所 得 水準 で は な く分 配要 因 と考 える。 これ は長期 にお け る稼働 率 の可 変性 を認
めず,生 産 能力利 用 は技 術 的 な 限界 に達 しでお り,蓄 積 率 の 強度が.貯 蓄性 向
と と もに正常 な分 配 率 を決 め る とい う考 えだ 。つ ま り 〃(=S/Kの 均 衡 が成 立
す るの は外 生的 に与 え られ たUKに た い して,S/K=[S(.P+障)/Yl[理(]の
うち,長 期 で はY/K(つ ま り産 出高/生 産 能 力)は 一 定 な ので,利 潤 と賃 金へ
の 分配 に よる。 また彼 女 は,長 期 におい て稼 働 率が 一 定で,同 時 に正常 価格 が
成立 して い る と考 え る。 つ ま り正常 価格 が行 き渡 ってい る とき,現 存 の資 本 ス
トックにたい して生 産高 が,特 定の 値 を取 る と想定 して い る。 これ に対 しCc-
coneは長 期 稼働 率 の可 変性 に注 目 し,蓄 積 率 に規定 され るの は現 実 の稼働 率
＼Ciccone(1987>(1990:1闘Committeri(1986)(1987),Eatwell(1983),Garegnani(1983a),Kurz
(1986)(1990a)(1992),Nell(1983),Steindl(1990a).Vianello(1985)など で あ る 。
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の変化によって生み出され る貯蓄である と考 える。よ り高い稼働 率によ り高い
産出水準が対応す るため;必 ず しもよ り高い利潤率が伴 うわ けではない。さら
に彼 は,正 常価格の成立 と,現 実 の生 産能力利用度の正常稼働率への収 束は,
同時 に達成 され る保証 はないと考 える。 なぜ なら現存の資本ス トックが需要 と
一定の関係 をとるのは,資 本蓄積 によって資本 ス トックも需要 もともに撹乱 さ
れるため,市 場価格 が正常価格 に引 きつ けられ るより,ず っと複雑で よ り長い
期間 を必要 とす るか らであ る。正常価格 と関連す る利潤率 を正常利潤率 と見 な
し,こ の正常利潤率を粗投資 に対す る期待 収益 と して とらえる。 この期待収益
率は長期正常稼働率に もとづいて計算され る。Cicconeにとって長期正常稼働
率 とは新規 の設備の設置にあた って,そ の設備が長期にわた って直面す ると期
待 され る期待平均利用度で ある㌔ だか ら現実の長期平均稼働率 は正常稼働率
と異な り得 る。つ ま り意 図された過剰設備が恒常的 に存在 し得 る5}。Cicconeの
正常稼働率概念 は,正 常価格体系 と関連 をもつが,そ れは新規投資設備 に関す
る期待平均 稼働率 としてで ある。他方,蓄 積の貯蓄 との均等 関係 にかかわ る全
資本ス トックに対 しては生産能力 と産出高の間に特定の関係が成立す る根拠 は
乏 しい と考 える。また蓄積率 と分配率 の関係 については,① 正常分配 と現存資
本ス トックの正常稼働率に対応 した投資 ・資本比率を所与 とす る と,そ れ とは
4)Cicconeが,正常稼働 率を新規設備に対す る企業家の期待稼働率 として考 えるのに対 して,
Mainwa"ng(1990)はなぜ,旧 来の設備の稼働率 と新規設備の稼柳率を区別す るのかという疑




利潤が得 られるまで,こ の設備を導入す ると考えられ る。従って,新 規設備が得るのは,正 常利
潤率であり,そ れより劣る設備の得 られ る利潤率 とは異なる.正常利潤率が本文で述べるように
稼働率によって計算されるとす るならこの利潤率の区別が,稼 働率の区別にも妥当すると思われ
る。なお,需 要 ・供給の観点に立ち,最 善実行技術が正常利潤率を得るという議論を展開 してい
るもの として,サ ル ター(1966)がある。また,新 規設備の期待収益均等のみを問題にした背景
には,か つてのガレニャ一二らによるワルラス一般均衡理論内の蓄積論批判とも関連 しているよ
うに思われる。そこでは存在全資本ス トックの収益率の均等 と新規資本設備の価格 と生産費の均
等 を満たすのは一般的には不可能であることが指摘された。この点については山下(1973)参照。
5)意 図 された過剰設備と意図されない過剰設備についてはSteindl(1952)邦訳19-22ペー ジ参
照。
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異な る現実の投 資 ・資 本比率 はよ り高い稼働率で実現 されるか も しれないので
必ず しもよ り.高い利潤率 を伴わ ない。② より高い蓄積率 によって引 き起 こされ
る,消 費財需要の消費財産業生産能力 に対す るよ り高い比率(す なわち より高
い稼働率)が,雇 用労働者1人 当た りの消費財を必ず しも下 げないので,蓄 積
率 と実質賃金の相反関係 も稼働率の可変性を考慮 す ると常には成立 しない。つ
ま り正常価格体系はその背後に定常成長経済だけを内包 してい るわけではない。
正常価格体系の背後にあると思われる正常稼働率のCicconeの理解 に対 して
Kurz(1986,1990)は,その ような正常 稼働率 は企業家 の主観的判断(正 常
稼働 率であ ると満足す る状態)に 大いに依存 してお りあいまいであ ると考える。
また過剰稼働 による蓄積率 の増大 に対 して,Cicconeは実質賃金率が影響 を受
けない と主張す るが,過 剰稼働 に伴 う生産様式が交替性であるな ら実質賃金 は
変化 を受 ける可能性を示唆す る。そこで次 に,Kurzが資本設備 の正常稼働 を
どの ように考えているのか を見 その後 にCicconeとの争点を検討す る。
H-2正 常 な位 置(normalposition)
Kurzは正常 稼 働 率 を考 察 す るに当 た って,古 典 派 に よ る分析 の特 徴 か ら始
め る。 特 にMarxを 引 用 し,資 本設 備 の正常 な稼 働 率 の確 定 に際 して,異 常 な
景 気 の 循環 は排 除 す る6,。した が って 正常 稼働 率 は,現 実 の長 期 平 均稼 働 率 で
はな い。 とい うの も各1循 環 は,そ の期 間,及 び強 度 が著 し く異 な るた め,そ
の 平均 もまた著 し く異 な る。各 長期 平均 稼働 率 を正常 稼働 率 と見 る な ら,各 正
常 稼働 率 は著 し く異 な る。 だか ら長期 平均 稼働 率 は正 常 稼働 率で は ない。 さ ら
に,Marxは 資 本 主義 の機 械 化 に際 し,企 業 家 はで きるだ け長時 間機械 を稼 働
させ た が る と考 え る。 そ うす れば,機 械 の費 用 を安 くす る ことがで きるか らで
あ る。 他方,機 械 の稼働 時 間の延 長 は労 働時 間の延長 を伴 う。 これ は社 会 的 な
要 因 に よ って,制 約 を受 け る。 この制約 の うちKurzが 特 に注 目す るの は.時
間外 労 働 に対 して支払 わ れ る超過 手 当 で あ る。 企業 家 は,こ こで 選 択 を迫 られ
6)Marx,『資本論」大月香店版 築2巻,315ページ参照。
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る。つま り稼働時間の延長 と,超 過手当の増大の間での選択であ る。
ところで,Kurzの議論 の基 本的 な特徴 は,そ れが 自由競争 の下で の企業行
動 を想定 していることであ る。つ ま り,Cicconeらの ように寡 占企業が意図的
にもたざ るを得 ない過剰設備 を問題 にするので はな く,企 業家の費用最小化行
動 の結果生 じる設備 の正常稼働率 を問題 としてい る。 これ はあい まいでない正
常稼働状態 を確定す るとい うKurzの問題意識 による。
このよ うな状況の下で,時 間延長 と超過手当の増大は,費 用最小化を巡 って
の対立的要因となる。つ ま り,Kurzの正常稼働率 とは所与 の産 出量 の もとで
の費用最小化体系を言 う。
Sraffaの技術の選択では,あ る与 え られた一般利潤率の水準で,新 プ ラン ト
を建設す る生産者 は,有 利 な生産方法つま り廉価 な生 産方法 を選ぶ。Kurzは
この廉価性 を用いて,3つ の所与性 とい う特徴 を もった剰余 アプローチの分析
枠組みの中で,生 産設備の正常稼働状 態を確定す るη。 このさい,正 常稼働状
態を交替制 に基づいて考察するので,3つ の所与要因は,次 のよ うに再定義 さ
れる。
〔i)利用で きる技術。流動資本の量,労 働量,生 産 された生産物の量以外 に
固定資本の量 と,そ の稼働率が知 られている。交替制 による稼働率の変 化
によって,機 械 の利用量,償 却 ス ピー ドが,変 化す ると考える。同 じプ ラ
ントで も操業様式が異 なれば,異 なる技術 とす る。
㈲ 所与の分配変数。技術の内容 変化に対応 して所 与の基本実質賃金率のほ
かに超過手当賃金 も与 えらている。つ ま り2つ の異なる賃金率の下での技
術選択。
岡 所与の産出量,及 び構成。正常状態 と言え ども,需 要変動 はある。 しか
しそれは規則正 しい ものである。貯蔵で きない生産物 の場合 には,計 画さ
れた過剰設備で賄われ るが,貯 蔵で.きる生産物 の場合 には,規 則的な変動
7)剰 余 ア プ ロ ー チ に お け る3つ の 与 件 に つ い て の 明 確 な 説 明 はBaradwaj(1983)ch.12参 照 。3
つ の与 件 と は社 会 の産 出 水 準,社 会 の技 術,い ず れ か の 分 配 率,を さす 。
LQ.労 働 量Q.商 品Qの 年 間 生 産 量PQ.商 品Qの 価 格
賃 金 率 γ:均 一 利 潤 率 π:超 過 利 潤 α:超 過 手 当 率(≧0)




π>0⇒ シ ス テ ム π採 用
π=0⇒ 無 差 別
π<0⇒ シ ス テ ム1採 用
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は在 庫 の規 則 的 な変動 で賄 わ れ,生 産 は定 常 なペ ー スで 行わ れ る。
この よ うな与 件 の下 で正 常稼 働状 態 が 決 め られ る。 簡単 な例 と して次 の よ う





M:機 械 の 数 量P牌:新 規 の 機 械 価 格 κ。:流 動 資 本 の 価 値 顎
脚.基 本
これ らの切 り換 えの状態が,図1の ような ものなら基本賃金が,瑚 か ら 晦
間で一交替制が選ばれ,w,と"2の時 は無差別で,そ れ以外 なら二交替制が選
ばれ る。
この例 は,資 本設備の年齢構成の多様 さに由来す る困難 は捨象 してい る。 こ
のような保留条件 を別にすれぼ,正 常 な需要変動の平均値 としての所与の産出
量の下で確立 されている価格体系内の技術 には,一 定 の産 出を行 う定常的生産
構造が含 まれているので はな く変動 に対応 して稼働率 を変 える生産構造が組み
込まれているというのがKurzの主張で あ り,正常稼働状態は主に分配変数に














以上のよ うなKurzの正常稼働状態 はCicconeの正常稼働率 と比べて,大 き
な1つ の対立点を もつ。それ は正常稼働状態 を確定す る際 の所与の産出量 にか
かわ る。正常状態 と して の性質 を正常稼働率が もっ と考 えるために,Kurzは
繰 り返 し産出及び需要 の安定性を主張す る。 この点 に関 して,Ciccone(1987)
は①安定性 とい う点で は,Cicconeの正常稼働率 も安定である。なぜな ら,長
期的な予想需要変動の平均値なので,最 近の現実稼働率の変化 に対 してそれほ
ど反応 しないか らで ある。②Kurz自 身 も述べ てい るように8,,正常稼働 率が
新規の投資決意に際 して参考すべ きものであ るなら,新 規設備が直面す るはず
の需要変動 は考慮すべ きである。③ その変動が,規 則的であ り変動部分が在庫
調整 によって賄われる とい うのは,そ れが基礎財産業部 門の特徴である とい う
のでは受 け入れがたい。 とい うの も,総 需要 の変動が不規則なのを考慮す るな
ら,そ れ にもかかわ らず,規 則的な需要変動 を示す のはその産業の需要が,総
8)Kurz(1986)。生産者が,新 規の産業プラン トを建設 しようと計画す る場合には多様な品 目か
らなる固定資本の望ましい正常稼働率についての何 らかの意志決定を伴 う。(97ペー ジ)
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需要 水 準 の変 化 に対 して極 め て非弾 力 的で あ る ことにな る。 これ は基礎 財 産 業
の性 質 とは相 いれ ない%
産 出量 の性 質以 外 にCicconeとKurzの分 析 の違 い は稼 働率 の実 際 的形 式 に
つ い て の重 点 の置 き方 に あ る。Kurz(1986)は交 替性 に よ る稼 働 率 の変 化 が
過 剰 設備 を保 有 す る ことに よ る稼働 率 の変化 よ りもっ と も ら しい と考 えて い る。
つ ま り,各 産 業 部 門 に よ って需 要 の正 常 な変 動 パ ター ンや,稼 働率 と在庫 に よ
るそ れへ の対 応 が異 な るので,過 剰 設備 の保 有 の程 度が 部 門 間でか な り異 な る。
従 って蓄積 率 に よ る変化 に頼 らず,在 庫 調 整 の みで い け る産業 もあ るか も しれ
ない と示 唆 してい る。 これ に対 して,専 ら交 替性 に よ る稼働 率 の変 化 は.般 的
で な い とい うのがCiccone(1990)の反 論 で あ る。 まず,交 替1生に よ る格 差 賃
金 が か な り高 い た め,そ れ ほ ど交 替性 が 有 利 に な らない こ と。次 いで,社 会 的
に夜 勤 をそれ ほ ど一 般化 で きない こ と。 さ らに,絶 対 的 な確信 を もって将 来 需
要 を見 通せ ない ので,持 続 的な高 水 準 の需要 に直面 した と きは交 替性 よ りは投
資 に よ る稼働 率 の変化 が 望 ま しい と主張 してい る。 実 際,こ の 問題 は理 論 的 な
問題 とい うよ りは,各 産 業,各 商品 の性 質 に よ って異 な る よ うに患 われ る。 さ
らに.同 じ産 業で あ って も各 国 の事 情 に よ って取 るべ き対 策 は異 な るか も しれ
な いLo,。KurzとCicc⊂>neの立場 相違 は言 い換 え る な らKurzの正常 稼働 概 念
9>各 産業にとって,不 可欠な産業で,か つ比較的規則的な需要変動に直面 してい る産業の典型と
して電力産業を考えるこ.とがで きか もしれない。電力は,在 庫 によって調整することが難しくま









は生産能力概念について ミクロレベルとマクロレベ ルを区別 し次 のように考え る。 ミクロ(企





は生 産体 系 の 内部 の 問題 と して提 示 され て い るの にた い して,Cicconeのそ れ
は,生 産体 系 の外部 で 決定 され るべ き与 件,す なわ ち正 常利 潤率 の決 定 にか か
わ って い る と言 え る。Sraffaの分 析枠 組 み を展 開 して行 くの は,後 者 の方 向 で
あ る とい うのが,現 時 点で の,私 の考 えで あ る。
III調整過程 と投資関数
皿一1Vianelloのモ デ ル
Cicconeと同様,Vianelloもまた正常 価格 体 系 が,定 常 成 長 を含意 す る もの
で は な く過 剰稼 働,過 少 稼働 の可能性 を もつ こと を示 そ う と した 。Vianelloは
定常 成長 を次 の よ うに規 定す る。貯 蓄 は利潤 か ら専 らな され,か つす べ て利 潤
は貯 蓄 され る とい う仮 定 の下 で は蓄積 率;実 現利 潤 率(=正 常 利潤 率)と な り,
適切 な設 備 で適 切 な量 が 産 出 され 続 け,正 常 稼働 が維 持 され 続 け る。Vianello
(1985,1990)は,この よ うな 定常 成 長 とは正 常 価格 体系 とは無 縁 で あ る こ と
を次 の よ う に示 す。
TIP7十ム 〃を=」『
塚)γ十L2既=C(*)
T,:鉄産 業 で用 い る鉄 の量P:鉄 の相 対 価 格 丁2:小麦 産業 で 用 い る鉄
の量 翫 二(小 麦 で はか った)賃 金L,:鉄 産 業で 雇 用 され る労働 者 数
現=小 麦 産業 で雇 用 され る労働者 数 」:鉄 の生産 量C:小 麦 の生 産量
この2部 門 モ デ ルで は体 系 全体 の資本 蓄積 率 が次 の よ うにな る。
ゐ=〃(T,+T2)
＼計量としてマクロの産出能力を考えると過大評価になる可能性がある。さらに3種 類の過剰設備
を考慮で きる。第1は 有効需要の不足(先 進国)あ るいは投入物の不足(発 展途上国)に よる費
用最少水準以下の稼働状態であ り,第2は 費用逓減産業のケースである。第3は 企業の完全稼働
の見積 もりは,実 際の資源存在量(今 の例では労働量)か らみて低すぎるために生 じる社会的過
剰生産能力である(Winston(1977))。従って正常能力,正 常稼働率を考慮する際に,社 会的に
正常か否か という要素を導入で きることが肝要だろう。Cicconeのごとく正常稼働率 を与件 とす
ることは,社 会的正常性 に開かれているとい う点でSraffa体系の特徴 を継いでいると思 う。
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さらに h=r(実現利i閏率)より
r=h=(1/Tl) ・(1/(1+ T， /Tl)) (1) 
ここで，I/Tlは稼働率の指標である。 (1 )において，1/れが正常稼働を示して
いるなら，蓄積率hと鉄の分配率 T，/Tlが反比例関係を示す。定常成長では，





















11) C=L，W+L，W ここで C=Lzπ "・定数 とすると W=7CoLz/(LI+Lz) 
12) Vianello (1985) 79ベージ。
正常価格体系と稼働率(319)53
この過剰 稼働,過 少稼 働 によ る調 整 過程 を認 め るな ら,Vianelloの言 うよ う
に は,再 び 定 常 状 態 に戻 る こ とは 困 難 で あ る こ とを 主 張 した の がAmadeo
(1986)であ る。
皿一2Amadeoの 反論
調整過程の要素 として過剰稼働,過 少稼働 を考 えることは稼働率 とい う変数
を当該 システムの内生変数 とす ることに等 しい。 この稼働率の内生化 を,妥 当
なもの とする経済状況の特色をAmadeoは次 のような2点 に認 めている。
①寡 占市場で,活 動す る企業は価格 による競争 よ り,製 品差別化 によって,自
らの市場 シェアを確立 し,自 社製 品に対す る需要の変化 に対 して生産設備 の
稼働の変化 で応 じようとする。
②集 中度 の高い産業では,利 潤差益や,あ る程度の利潤率の支配が可能なので,
利潤率 よ りもむ しろ稼働率の方が短 ・長期 の意志決定 に重要である。 これ は
長期 の意志決定,つ ま り投資決意について言えば期待利潤率の変化 に対 して
よ りも稼働率の変化に対 して敏感であ るとい うことを意味す る。なぜ なら稼
働率が変化 して も利鞘 を変動す ることで企業は利潤率をある程度管理で きる
か らである。
Amadeoはこのような経 済状況 の下で稼働 率を内生化す る。それ は② におい
て示 され てい るように,投 資関数を通 してなされ る。
Vianelloの調整過 程の在 り方 に対す るAmadeoの批判 は上述 した状況におけ
る稼働率の役割 に基づ く。例えば,当 該 システムにおいて均衡稼働率 と正常稼
働率 が等 しい とする。 しか し,消 費サイ ドの変化 によって総支出が減少 した場
合,現 実稼働率 は正常稼働 率を下回 る。 この乖離は企業家 の投 資決意に負の影
響 を及ぼす。 これが さらに総支 出の低下 とな り稼働率 のさ らな る低下 となる'3)。
エ3)このような事態を重視 しその分析をおこなったものにSteindlの停滞論(1952)と置塩の蓄積
論(1976)がある。それらは,い ずれも投資関数に利潤率 と稼働率の影響を考慮す る点で,共通
してい る。特に置塩201ペー ジ。






























ただ し,X;実 現 産 出価値 額 躍;賃 金総 額 』;総 償 却 費
両辺 を存 在 資本 価値 額Kで 割 る と,
P贋=G照o)・(Xo/K)一(賜)・(肌o)・(L蔽)・(2(認0-d/K
∴7=π'1/a,一w・彿・ao・1/αr4(1)
<所 与 の稼働 率 に対 す る フロ ンテ ィア》
た だ し,Xo;能 力(潜 在)産 出 量 五。;能 力 産 出 量 に対 応 す る雇 用 量
α。;労働 の生 産係 数(一 定) .α 、;資本 の潜 在 産 出能 力 に対 す る比 率(一 定)
4;減 価 償却 率 朋 。,ム伍。;稼働率(=幻
こ こで,魏=1一 ω・α。 とお くと,
7巴躍 御'1形1-4(2)〈 利 潤 曲線〉
この利潤 曲線 が 実 質賃 金 一定 の時 の稼働 率 と粗 利 潤 率 の関係 を表す 。
この2本 の式 に投 資 関数 お よ び貯 蓄 関数
砺一α+β(π一切π)(3)
み3=2rs(4)
を加 えた のがAmadeoの 体 系で あ る。
当該 シ ステ ムの均 衡稼 働率 は蓄積 関数(3)と貯 蓄 関数(4)の交 点 に よって決
ま るがAmadeoは この均 衡 稼働 率 が系 統 的 に正常 稼 働 率 か ら乖離 す る状 態 を
常 態 とみ なす 。(Amadeo(19866))
何 らか の原 因 によ る実 質賃 金 の上昇 の シ ステ ム全体 に及 ぼす 効果 は図2の よ
うにな る。
まず① 実質 賃金 が 既 か ら 隅 へ 上 昇 した場 合 ,② 稼働 率 が π。で 一 定な ら利
潤 曲線 は7か ら 〆 へ移動 す る。③ 超過 需要 が 生 じる。 ④ 企業 家 は稼 働率 を上
げて事 態 に対 処す る。⑤ 稼働 率 の上 昇 に応 じて利 潤 ・賃 金 フロ ンテ ィアが 上方
移動 す る。 この結 果 実質 賃金 率 の上 昇(眺 → 略)は ,均 衡 蓄積 率(編 →hi.),
均 衡 稼働 率(晩 → 碕),均 衡 利潤 率(7。一→η)の 上 昇 を伴 う。







































■ 一 一 一 一 一 一 一 一____一 外生的に与える
図3
3の よ うに な る。
つ ま りシス テ ムの稼 働 率 は外 生的 に与 え られ ,そ れ ゆ え,実 質賃金 率 の 変化
は,利 潤 率 の相 反 的 な変化 を引 き起 こす ので あ る151。 以 上 の よ うに,Amadeo
の分 析 は,1)稼 働率 が シ ステ ムの 内生 変 数 とな る長期 分析 く=定常成 長 分析)
にお い て均 衡 稼 働率 と正 常 稼働 率 が乖 離 し,2)分 配 率 の 関係 は相 反 関係 を 示
さ な い。3)そ して長 期 分析 におい て分 配 率 の相 反 命 題 を提 示 す るSraff、の価
15)Marx派からの同様な見解として,植村(ユ990)参照。
正常価格体系と稼働率(323)57
格体 系 とい うの は均 衡 稼働 率(=実 現 稼働 率)が 常 に正 常 稼働 率 に等 しい よ う
な経 済状 況 に基づ いて 構築 され て いる。 したが って,VianelloおよびCiccone
の よ うに正常価 格 体 系 と過 度稼 動 お よ び過 小 稼動 の可能性 は両立 しな い ,・と主
張す る。
まず,1)に つ い て問 題 にさ れ るべ きは,定 常成 長 モデ ル にお け る,現 実 稼
動 率 と正 常 稼動 率 の系 統 的 な乖 離 とい う事 態 であ る。 正常 稼 動率 とは そ もそ も
企 業 家が その実 現 に満 足 してい る事 態 を表 してい る。 と ころが,定 常 的 にそ の
満足 な事 態 か ら乖離 したま まで,満 足 して い る とい うの は,奇 妙 な話 で あ る。
(Commiteri(1986))
Amadeoの稼働 率 の 内生 化 を体現 して い る投 資 関数 に関 して この満足 の内容
につ い て少 し詳 し く検討 してみ る。一 般 的 に投 資 決意 にか か わ る もの と して予
想収益 た る期待 利 潤 率が 挙 げ られ る。技 術 変化 や 賃金 の変 化 が ない場 合 に投 資
決意 のか か わ る期待 利 潤 率 は次 の よ う にお け る。
re+,_(m/a,)ガ+一4
ここで'π¢+1は'十1期 にお け る予 想稼 働 率
ガ+1=期 待 売上 高/汁1期 に備 え られ る生 産能力
を示 す 。 これ よ り投 資 決意(こ れ まで ¢)分析 で蓄 積率 関 数)に は,需 要 につ い
て の期待 が 何 らか の形 で 反 映 され てい る ことがわ か る。正 常 稼働 率 が現 実 の稼
働 率 と異 な る と き,予 想 さ れ る行 動 は2通 り考 え られ る。(Steindl(1952>>
①価 格 を下 げ た り,広 告 費 を増 や す こ とで売 上 を伸 ば す。② 将 来 の予 想成 長 率
よ り低 い率 に純 蓄 積 率 を変 化 させ る。 ① につ い てAmadeoは 言 及 してい ない
ので,も っぱ ら② に よ る調 整 を取 って い る と見 な して よい だ ろ う。つ ま り,現
実稼 働 率が 吻=晦 の場 合 に は需要 の期 待 伸 び率 と設 備 の予想 増 大率 が ,一 致
して い る ことを意 味す る。 も う一度Amadeoの 投 資 関数 に戻 る と
海ゴ=α+β(麗一%η)
この α をAmadeoは アニ マル ス ピ リ ッ トに よ って,決 定 され る投 資 の要 素 と
見 て い るのだ が,こ れ こそが,需 要 の期待 伸 び率 と見 なせ る。
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ところがAmadeoはπが内生的な ら.u。≠u.が,当 該 モデルでは常態であ
ると考 える。他方で経済は 編:均 衡蓄積率(≠ α)で定常成長 している。企業
は期待修正 をせずに裏切 られ続 けなが ら満足 しているのであ る。だか ら期待 の
修正 をす るなら定常成長 モデルでは,正 常稼動率が実現 され続 け,需 要 と設備
は同 じ比率で成長 して行かざるを得 ない。そ うでないなら均衡稼動率 は正常稼
動率か ら乖離 し,も はや,蓄 積過程に関 してなん ら長期的傾向を提示 し得ない
のであ る'6}。
Amadeoは,稼働率の可変性 を考慮す るには稼働率 を内生化す ることが必要
であ るが,Cicconeの分析で は外生であるとい う批判 の意図 ももっていた。 し
か し,Cicconeの分析では正常価格体系 にかかわる新規設備の正常稼働率が外
生 なので あ り,蓄積分析 にかかわ る現存資本設備 に対す る現実稼働率 は内生的
であ る。ただ,現 実の稼働率 は前述のご とく,投 資決意よ りは貯蓄 ・資本比率
の側で,機 能す ると見てい る。蓄積 率に関 しては正常稼働率が長期 的な需要予
測に基づ くことか ら分かるように現実の稼働率の変化 に敏感には反応 しない。
そのためにAmadeoのような,奇 妙 な期待売上高 を もった定常成長 に陥 らな
いのであ り,同時 に安定 した正常稼働率概念 となってい る。複雑 な諸要因か ら
外生 的 とする方が望 ましい蓄積率 に対 して現実稼働率の変化 によ って貯蓄 ・資
本比率が調整され るが,そ の均等関係 を成立 させる稼働率が正常価格体系 に含
まれ る新規設備の正常稼働率 と一致す る必要はない。
2)については正常 利潤率 と実現利潤率の区別が問題 となる。Amadeoの賃
金 ・利潤率 フロンテ ィアは現存資本 ス トックの現実稼働率 に基づ いた現実利潤
率 と実質賃金率の関係であるが,正 常価格体系か ら導かれ る賃金 ・利潤率 フロ
ンテ ィアは新規設備(フ ロー資本)に 関 して期待 される正常稼働率 に基づいて
計算 される正常利潤率 と実質賃金率 の関係であ る。
3)については,Amadeoだけでな くVianelloも,経 済が実際 に正常価格を
ユ6)そ の 後Am・d・ ・(1987)1こよ って 修 正 さ れ たA-d　 モ デ,・が 提 示 さ れ てい るが
,根 本 的}.
は,そ れ は修 正 に は な って い な いoCommi【teri(1987)
正常価格体系と稼働率(325)59
もつ状態 にな ると考えている。 しか し① それでは移行期の価格体系 はどうな る
のか。また②一時的現象 として規定されてい る調整過程が10年くらいかか るの
に対 して,正 常状態に とどまる期 間はどの くらいなのか。言い換 えるなら,一
時的 とされ る調整期間の方が正常状態に とどまる期間 よ り長 くなる可能性 の方
が大 きいので はないか,と 言 う問題が ある。 さらにAmadeoのよ うに正常価
格体系=正 常稼働率が行 き渡 っている定常成長状態 と理解す るのは,特 殊 な事
態 といえる。なぜなら,新 規設備 と現存設備が等 しい利潤率,従 って同 じ稼働
率で もって作動 してい ることを暗に前提 しているからである。む しろ所与の産
出量 の下で,1組 の有意味な相対価格が確定で きるとい う正常価格体系はCic.
coneのい うよ うに実現 されるような体系ではな く相対価格の計算体系であ り,
フロー資本量 たる投資の参照体系であ るとみ るのが,よ いよ うに思われる17〕。
IV終 わ り に
本稿では,正 常価格体系 を,新 規設備の正常稼働率 を内包 した投資 の参照体
系 として,解 釈す る方 向を検討 して来 たが,正 常性の参照体系は,価 格体系 に
与 えられた有効な機能 に思われる。時 と場所 によって異 なる市場価格の媒介 に
よって,経 済活動が成立 しているのは,各 主体 に無意識 に共有 された何 らかの
正常性の基準があるのではないか。主観的 には多様な正常性 も,見 通 しの利 い
た展望 を もった叙述 の トで は,結 局,経 済が持続 して行 く(再生産 して行 く)
とい う暗黙 の了解 として表現 される。 この深層価格 とで も呼べるような参照体
系が,変 化 とどのようにして接点 をもち得 るか。変化 を蓄積率の変化 に代表 さ
せ るなら,Cicconeの提案 は,既述 のように設備 の区別 にあ ると思われる。わ
た しも,現 時点ではCicconeを支持 している。今後 の検討すべ き点 として,①
17)あるいはSteindl(1984)のいうシステムというのも私の参照体系 と似た イメージをもつ。……すなわち過程の説明には,直接かかわらず,ひ とつのシステムの機能に関心をよせ……
高度な抽象 レベルか ら見れば,想 像された,あ るいはもっと正 しく言えば構築されたシステ
ムである。(その目的は)ど のような経験の説明で もなく,社 会がそれに応 じて組織される
所.の諸原理の探求である。……
60(326)第154巻 第4号
稼働 率 と密接 な関係 をもつマー ク ・ア ップ価格 と正常価格体系 の比較,② 参照
され る系 としての正常価格体系 と,参 照体系 に対 して反応す る系 として蓄積状
態 を考え,蓄 積状態の切 り変わ りによって双方 をつ なぐ,分 配の論理を検討す
る,③ 正常稼働率 に及ぼす社会的要因の影響 の検討,の3つ を上 げてお く。
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